越前国鯖江における武家地の形成 ： 新規城下町の御用地引上げから by 渡邊, 秀一
















































越前国鯖江藩(5万石)は、享保 5 (1720) 年に間部詮言が越後国村上から移封され、幕領
であった今立郡107 カ村、丹生郡14 カ村、大野郡11 カ村を藩領域として成立した。領内に城地
を見出せなかった鯖江藩は藩陣屋を今立郡西鯖江村の旧幕府代官陣屋に置くことを決め、越後
国村上からの移転を図った。しかし、北陸道を挟んで隣接する東鯖江村が小浜藩領であったた
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5380 坪、東鯖江で76350 坪の計1305 坪 (43 町 3反 8畝10 歩)が用地引きされたと記載されて
いる(へその一方で、『机上乃塵』は鯖江地籍の面積を宅地20 町 3反 2畝21 歩をはじめ、計30
町 5反 2畝26 歩としている(ω。しかし、『机上乃塵』に記載された鯖江地籍の面積も、寺地を
5畝12 歩として間部家創建の万慶寺境内の 5反 7畝 4歩などを含まず、やや過少である。明治
15 (1882) 年に東・西鯖江村から地籍分離した鯖江町の状況を記した『鯖江市況~ (明治19
年)によると、民有地31 町 4畝20 歩のほか、官有地・間部家創建の寺院境内地など少なくとも
l 町 6畝があり (]5)、全体で約32'"'-'33 町ほどの面積であったと推定される。
11. 城下町域の用地引
( 1 )年貫免状から見た用地引
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表 1 は享保 6年から弘化元年までの西鯖江村における御用地引高を示したものである。これ
らの史料に記載された御用地引は第 1 期=享保 6~享保20 (1721~1735) 年(または享保 6 年
~元文元年)、第 2 期=明和 3~天明 3 (1766~ 1783) 年、第 3期=文政 6 (1823) 年以降、
の 3 期に分かれ、前 2 期については15~18年間の引高をまとめて記載しているのに対して、文
政 6年以降は御用地引きがあった年ごとに記載している。嘉永 2年の郷帳(口)によると第 1期
の収周年は「丑、寅、卯、申、巳、卯」、すなわち享保 6、 7、 8、10 、13 、20 年の各年であ
る。また、文政 6 年以降は弘化 4 年までに 4 回の御用地収用が行われているが、うち文政6 年
・天保14 (1843) 年は前掲の弘化 4年「西鯖江村・有定村年貢免状」で確認でき、天保14 年の
御用地は町屋敷内であったことがわかる。天保12 年・弘化元年の御用地収用は西鯖江村に記録
がなく、東鯖江村における御用地の収用であった可能性も考えられるが、確認できない。
表 Iによれば弘化 4年までに収用された武家地(御用地+道添地号1)は 62.985 石になる。ま
た、嘉永 2 (1849) 年の郷帳によれば、陣屋附 4カ村(西鯖江村・有定村・東鯖江村・定次







享保 6~元文 1 年 48.807 東・西鯖江村
明和 3~天明 3 年 8.102 56.909 西鯖江村
文政 6年 0.082 56.91 
1. 323 東・西鯖江村、李保12 年より
1. 781 西鯖江村
天保12 年 0.375 57.36 
天保14 年 0.715 58.01 町屋敷品のうち、西鯖江村













































ア)享保 6 ~12 (1721~1727) 年までは歎願にもかかわらず、夫米免除は許可されなかった
こと。
イ)享保13 (1728) 年に初めて 12 ，076 石が作徳米になり、翌享保14 年から天明 4 (1784) 年
まで御用地引上ごとに享保13 年の例に倣って夫米を算出し、その掛高を夫米不掛高とし
ていたこと o
ウ)文政 8~嘉永 3 (1825~ 1850) 年の聞に4.519 石の御用地引上げがあった。これに対し
て鯖江藩は御用地 1歩につき 3合の割合で御用地米を支給したが、夫米免除の対象から
除外していたこと。
ア)に関しては若干の補足が必要である。享保 7 (172) 年の「西鯖江村・有定村年貢免
状J(加を見ると、村高87.045 石に対する夫米掛高は869.536 石で、両者には17.509 石の差があ
る。同貢免状には「拾七石五斗七合(九合の誤り…筆者)諸役引」、「拾石三斗壱升三合丑御
用地引、七石壱斗九升六合 当寅御用地引」とあり、諸役引高と御用地引高が一致し、また享




御用地高 XO.268= 夫米高、夫米高-;'-0.5 二夫米不掛高
これを、御用地高を求めるための計算式に改めると以下のようになる。
御用地高= (夫米不掛高 x O. 05) -;.0.268 




置のように記載され、天明 5 年から文政 7年の間にとられた措置については一切記載がない。











享保 7 年から文政 5 年までは無諸役高、あるいは「御用地高= (夫米不掛高x0.05) -;
0.268J によって収用された御用地の実際の生産高が把握できる。また、文政 8~嘉永 3
(1825~ 1850) 年の御用地引高も記録として残っていることから、享保 7 年から嘉永 3 年まで
の130 年余りの聞に行われた御用地引上げの過程が明らかになる。
( 2)御用地引高の算出基準と御用地面積
表 2 は西鯖江村における御用地の収周年と御用地引高を、表 3 は東鯖江村における御用地の
収周年と御用地引高を示したものである。表 2 ・表 3 とも御用地の一時的な収用があり、表 1
と一致しない点が幾つかある。また、東鯖江村に関しては史料が少ないが、享保 7 年に鯖江藩
領に領地替えになって一挙に御用地が収用されて以来、文化年間まで大きな増加はなく、文政
6 年以降に御用地の収用があったとしても 30 石を超えることはなかったと考えられる。西鯖江
村は文政 6 年・天保14 年の御用地収用が嘉永 5 年の御用地引方ニ付願書に記載され文政 6 年以





表 2 および表 3 で注目されるのは、享保 6 年と、享保 8 (1728) 年以降に御用地引高の減少
が起きていることである。享保 6 年の西鯖江村御用地引高1.41 石は享保 7 年10 月付けの年貢
免状に基づいたものであるが(2人享保 8 (1723) 年「今立郡卯郷帳J(2) に記載された享保 6 年
の御用地引高は10.31 石で、同じ年の御用地引高に約1. 1石の差が生じている。これは武家地












御用地引 累計 道添地引 町屋敷品 御用地引 道添地引
(石) (石) (石) (石) (石) (石) (石)
享保 6年
① 1.410 11. 410 20.523 1.410 
② 10.31 10.31 
享保 7年 7.196 17.509 17.23 17.509 
手保 8年 0.243 17.752 17.752 
享保12 年 23.203 
元文 1年 21. 270 23.203 
宝暦 4年 2L856 23.203 
天明 3年 7.834 29.690 
文化14 年 29.104 
文政 6年 0.082 29.186 
天保14 年 29.186 0.715 
弘化 1年 29.186 
L型化4年 29.186 0.240 23.203 0.148 52.547 
史料享保 7年「西鯖江村・有定村年貢免状」、享保 8年「今立郡卯郷帳」
宝暦 4年「今立郡西鯖江村五人組御改帳」、文化14 年「越前国西鯖江領分物成郷」
弘化 4 年「西鯖江村・有定村年貢免状」、嘉永 2年「越前国鯖江御領分酉御物成指出帳」
注1)西鯖江村地内および西鯖江村分町屋敷内における道添地引が実施された年次の詳細は不明である。ここ
では弘化 4年年貢免状の記載にしたがい一括して引高を記載しておく。





御用地引 累計 道添地引 町屋敷高 御用地引 道添地引
(石) (石) (石) (石) (石) (石) (石)
字保 6年
享保 7年 38.246 38.246 
字保 8年 38.246 38.246 
享保12 年 2.671 
冗文 1年 2 ，671 
文化14 年 23.537 2.671 50.208 
文政 6年 23.537 2.671 
天保12 年 2.671 
弘化 1年 2.671 
弘化 4年 2.671 
史料享保 7年「今立郡東鯖江村明細出シ帳」、享保 8 年「今立郡卯郷帳」







ている。そこで、嘉永 2 年の郷帳に記載された東・西鯖江村の無諸役高に新屋鋪19.367 石幻)を
加えると、 142.92 石になる。これを旧城下町推定面積で除し、 1反当りの石盛に換算してみ
ると1. 616~ 1. 67 石、平均1. 641 石になる。これは東鯖江村の居屋敷の石盛1. 640 石に極めて近
い。そして、 10.31 石は面積にして約185 坪に相当する。次に1.41 石を185 坪で除し、石盛













である。嘉永 2 年「越前国鯖江御領分酉御物成指出帳」には、享保 7 年以後、文政年間まで東




その結果、享保 6 年に 6 反 2 畝余りから始まった武家地の収用は、元文元年までに少なくと
も1 町 I反余り、天明 3 年には約13 町 2 反 5畝までに増加していることがわかる。また、御用
地引方ニ付願書によれば御用地4.519 石について 1歩 3 合の御用地米が文政年間以降支給され
ていた。御用地4.519 石は面積にして約827 歩で、 1歩 3合で御用地米を計算すると 2.479 石と
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引はまさに鯖江藩が城下町用地を確保し拡大していく過程を示すものであるが、同時に既存の
東・西鯖江村にとってそれは農業的生産活動を支える土地の減少に他ならない。郷帳類が城下
町の建設・拡大過程に沿って享保 6~享保20年(あるいは元文 1 年)、明和 3 年~天明 3 年、
文政 6年以降の 3期に分けて御用地の収用を記録し、嘉永 5年に西鯖江村が提出した御用地引
方ニ付願書は御用地に対する藩の課税軽減措置の如何によって、享保 6~享保12年、享保13~
天明 4 年、文政 8~嘉永 3 年の 3 期に分けて記載していたことは、城下町と既存集落とのそう
した関係を反映している。この二律背反的な関係を考慮して鯖江における武家地の形成過程を
まとめるならば、両者を合わせて①期享保 6~12年、②期享保13~20年、③期明和 3~
天明 3 年、④期文政 6 年以降、の 4期に分けることができる。
①期は東鯖江村で 2 町3 反 3 畝余の武家地が確保されて、藩士の屋敷地の整備が進んだ時期
である。西鯖江村でも享保 6 ・7 • 8 ・10 年の 4 回にわたる土地収用があったが、享保 8年の
段階では西鯖江村の武家地は 1町 8畝余とまだ小さい。そのためか、御用地高そのものが引高
になり、無諸役高になっていた。
②期は享保13 ・20 年に用地の収用があった。とくに、享保13 年は藩陣屋の拡張、北陸街道の
出入り口に喰い違い土手が建設され、城下町としての体裁を整えた年であった (26) 。郷帳類に
は収用高の記載はないが、嘉永 5 年の御用地引方ニ付願書から西鯖江村における収用高は夫米
にして12.076 石、無諸役高にして45.06 石に達していた。その面積は約 2町 7反 5畝で、享保
8 年に比べて 1町 6反 8 畝の増加である。こうした急激な用地の拡大が、享保13 年から作徳米
(夫米)の免除が行われるようになった背景にあったと思われる。ただ、表2 ・表 3 から明ら
かなように無諸役高には町屋鋪高が含まれている。これを除いた武家地は21. 857 石、面積 1
町 3反 3畝余で、武家地だけで見れば享保 8年と比べて 2反 5畝の拡大になる。このうち、 30
間 X78 聞に拡張された(27) 藩陣屋の面積は旧陣屋に比べ約 1反 5畝広がっており、陣屋の拡大
がこの時期の武家地の増加分の過半を占めている。
③期はいつ、どれほどの用地の収用があったのか具体的なことは不明であるが、明和 3年・
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